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【研究概要】 
 医療的ケア児と病弱児の教育体制について調査した。自治体により取り組みが異な
り、地域差が大きいことが分かった。アンケート等による調査が難しいことから、今後
は調査対象の自治体を増やし、質問項目を整理したうえで、全国的な実態を明確にする
必要がある。 

 
Ａ．研究目的 
 子どもの在宅医療が進む中で、主に学齢
期前後の今後の地域医療を進める上で、必
要とする学校や教育委員会の体制や教職員
の対応等の課題、特に痰の吸引等の医療的
ケアを必要とする子ども（医療的ケア児）や、
医療や生活管理を継続して必要とする子ど
も（病弱児）の学校生活上での課題を明確に
する。 
 
Ｂ．研究方法 
資料の収集と整理、事前調査及びヒアリ

ング調査を実施した。 
事前調査として電話での聞き取り及びメ

ールでのアンケート依頼を行ったが、個々
の子どもの病気については、個人が特定さ
れやすいため情報保護のために、教育委員
会や学校へ電話やアンケートによる調査は、
応えられないという回答が多く、特に疾患
名については希少疾患の子どもが含まれる
ため回答を断られることがあった。そこで
いくつかの地域に限定して、聞き取り調査
（ヒアリング）を行った。 

 
（倫理面への配慮） 
 個人情報保護のため自治体名ごとの子ど
もの疾患名、状態については調査結果とし
ては使用しない。 
 
Ｃ．研究結果 
 都道府県でも市町村でも、この様な子ど
もは、まだ少数であるためか、就学時の検討
や事例、アフタフォロー等について引き継
がれていることが少なく、一時的な対応と
鳴っているケースや、調査時が初めてとい
うケースが見られた。 
 医療的ケアについては、教員が看護師と
協力して実施している自治体と、看護師だ
けが実施する自治体、保護者の付き添いを

条件としている自治体など地域差が大きか
った。 
 入院中の子どもへの教育については、在
籍校の教員が見舞い時に指導しているケー
スが多く、継続的に教育を受けることがで
きている子どもは少ない。また、小児科病棟
ではなく、他の病棟に入院している子ども
については子どもの情報が入らないため実
態が把握できないことが多かった。小児が
んの子どもが再入院した時に、高校段階で
の教育体制が整っている自治体が、全国的
にはほとんどなく、高等学校段階での入院
時の教育体制の充実を求める本人、保護者、
教育関係者が多い。 
 また、退院後も引き続き医療や生活管理
を必要とする子どもについては、特に手厚
い支援を必要とする場合に、小・中学校内に
病弱・身体虚弱特別支援学級を設置するこ
とが増えていた。 
 
Ｄ．考察 
 自治体による取り組み状況の違いが目立
つが、比較することは避けてほしいとい要
望がつよく、調査協力を求めていくうえで
の課題の一つであった。 
 詳細を発表するためには、調査する自治
体を増やし、個人が特定できないような配
慮をしたうえで、進めていく必要がある。 
 
Ｅ．結論 
 疾患名や必要とする医療的ケア、支援の
内容等の詳細を把握するためには、個々の
教育委員会の担当者に詳しく説明し、直接
話を聞くしか方法がない。今回のヒアリン
グ調査の結果を踏まえて、質問項目等を整
理し、さらに多くの教育委員会から情報を
入手し、全国的な状況を把握していく必要
がある。 
また病弱児については、入院中のこども
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についても、退院後の子どもについても正
確な実態を調査することは難しいが、平成2
5年度に文部科学省がじっしした入院中の
子どもの教育に関する調査結果を踏まえて
教育委員会が独自に調査を実施していると
ころがあるので、それらを参考にして全国
的な実態を把握する必要がある。特に高校
段階の教育体制の充実については、多くの
病院関係者や学校から要望が上がっている
が、多くの自治体で対応できていないため、
実態把握と今後の対応について検討を深め
る必要がある。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
  特になし 
 

Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
 特になし 
 2.  学会発表 
 特になし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 特になし 
 
 2. 実用新案登録 
 特になし 
 
 3.その他 
 特になし 

 
 


